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2050年のカーボンニュートラル実現に向けて、大企業・中堅企業を中心に

サプライチェーン全体での脱炭素化を進める動きが活発化

しかし、脱炭素に取り組んでいる府内中小事業者は１３．４％
（CO₂ 排出量の算定、具体的な省エネ・省CO2対策等のノウハウが不十分）

大手・中堅企業でも、専門知識やノウハウを求める意見があるなど、網羅的な対策の情報提供が求
められている。

背景

中小事業者の脱炭素化への第一歩となる

現状

大阪府脱炭素経営宣言登録制度について

大阪府脱炭素経営宣言制度

制度創設の背景

出典：カーボンニュートラルに対する企業意識に関するアンケート調査結果の一部抜粋（大阪商工会議所：令和３年３月
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令和６年６月末現在

約8,600事業者に宣言
いただきました。

制度のスキーム図



必
須
項
目

①従業員とともに脱炭素経営に率先して取り組みます

②脱炭素化に向けた推進体制(担当者の設置、社内勉強会の実施等)を整備します

③宣言に関する取組状況調査のほか、府の脱炭素経営促進施策に協力します

任
意
項
目

①府や各種機関が開催するセミナーに参加するなど、脱炭素に関する情報収集に取り組みます

②日常的に脱炭素化を意識して、照明の消灯、空調等の適切な運用管理など、省エネに取り組みます

③日常的に脱炭素化を意識して、マイボトルの利用、３Rの実践など、省資源に取り組みます

④再エネ由来電気の活用(再エネ電気の購入、太陽光発電設備の設置等)に取り組みます

⑤環境性能の良い設備機器(照明・空調設備等)への更新に取り組みます

⑥社用車への電動車(電気自動車、燃料電池車、ﾌﾟﾗｸﾞｲﾝﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞﾞ車、ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ車)の導入に取り組みます

⑦CO₂排出量の少ないものなど、環境に配慮した物品・資材の調達に取り組みます

⑧自社のエネルギー使用量等の把握・管理を行い、CO₂排出量の算定に取り組みます

⑨CO₂削減余地を把握するため、省エネ診断の受診に取り組みます

⑩自社のCO₂排出量の削減目標を設定します

⑪大阪府気候変動対策推進条例に基づく対策計画書・実績報告書を届出します

全
て
選
択

５
つ
以
上
選
択

高

大阪府脱炭素経営宣言登録制度について

登録申請について

申請書様式

提出するのは
この一枚だけ

登録申請先

大阪府地球温暖化防止活動推進セン
ター （一般財団法人大阪府みどり公
社 環境チーム）
電話番号：06-6266-1271
メールアドレス

zerocarbon@osaka-midori.jp
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http://#


大阪府脱炭素経営宣言項目の取組み支援について

脱炭素経営宣言事業者の宣言項目に対する取組み支援を
一般財団法人 大阪府みどり公社が実施しています。

一般財団法人大阪府みどり公社

〇TEL : ０６－６２６６－１２７１

〇Mail : zerocarbon@
osaka-midori.jp

〇FAX : 06-6266-8665

〇詳細・申込用紙はこちら

支援メニュー 相談窓口
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大阪府地球温暖化対策実行計画で掲げている「2030年度の府域の温室効果ガス
排出量を2013年度比で40％削減」という目標の達成に向けて削減取組みをさらに
促進させるため、令和4年3月に温暖化防止条例（旧称）を改正
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２．任意届出制度の概要条例に基づく対策計画書について

中小事業者の意欲向上を図り、効果的な削減対策を促すため、

特定事業者以外の中小事業者も任意の届出ができるよう条例改正

大阪府気候変動対策の推進に関する条例
これまで、府内特定事業者（エネルギーの多量消費事業者で、主に大・中堅企業）は条例に基づき

CO₂削減のための対策計画書を提出する義務あり

制度創設の背景



対策
実施

届出

届出

評価結果の通知

対策計画書
・CO₂削減目標
・排出抑制対策等

実績報告書
・CO₂削減状況
・対策実施状況等

府内事業者

３．任意届出制度について条例に基づく対策計画書について

実績報告書の

成績優秀者には

表彰式にて

表彰状を授与

2030年度まで毎年度

対策計画書・実績報告書

・概要
・評価結果を

府HPで公表

実績報告書の

成績優秀者を

府HPで公表
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審査
評価

審査
評価

取
引
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企
業
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ど

大阪府

評価結果の通知

特定事業者以外の事業者は、

希望により公表しない
ことも可能

制度のスキーム



条例に基づく対策計画書について

対策計画書の一部を紹介

基準年度（※）の１年間で使ったエネルギー種
（都市ガス等）をプルダウンメニューより選択。

単位に合わせて使用量を入力。

エネルギー種ごとのCO₂排出量が

自動計算で算出されます。

このほか電気の使用量や自動車のエネルギー使用量につい

ても入力すると、事業所全体のCO₂排出量が

自動計算で算出されます。

2030年度の目標CO₂排出量を入力。

基準年度（※）から2030年度にかけての

目標CO₂削減率が自動計算で算出され

ます。
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使用した電気やガスの量を入力することで、
１年間の排出量の見える化が可能になります！

※基準年度 2030年度のCO₂削減目標を決めるにあたっての、元となる年度



１．R６年度事業概要
対策計画書の届出を行った中小事業者が、この計画書に基づき省エネ設備更新や再エネ設備導入を実施する
場合に、設備費の一部を補助する。

２．補助事業の内容

補助対象
事業

次のいずれかを満たす事業
（１）事業所全体の年間エネルギー使用量を１％以上削減
（２）事業所全体のCO2排出量を年間１トン-CO2以上削減

補助対象
要件

次の全てを満たす中小事業者
（１）府内の工場・事業省に係る対策計画書の届出を行い、この計画に基づき設備更新等を行う者
（２）脱炭素経営宣言を行った者

補助対象
設備

省エネ設備：ユーティリティ設備（空調、コンプレッサー等）、生産設備（工作機関、印刷機等）
再エネ設備：太陽光パネル（定置用蓄電池含む）

補助金額
■省エネ設備、定置用蓄電池：設備費の３分の１以内
■太陽光パネル：１ｋWあたり２万円
★上限額：１申請あたり３００万円

中小事業者の対策計画書に基づく省エネ・再エネ設備の導入支援補助金

※先進的省エネルギー投資促進支援事業費補助金など、国の補助金と併用可能です。
※「チャレンジ応援資金（設備投資応援融資）－DX・カーボンニュートラル型－」も併せて利用可能

当補助金について、脱炭素経営宣言と対策計画書の作成が要件と
なっています。
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受付終了



■お金をかけない運用改善や設備更新による省エネ効果を簡易的に１日で診断

■CO2排出量・CO2排出削減量（Scope１とScope２）も算定！

（１）無料省エネ診断
■実施機関：（地独）府立環境農林水産総合研究所 （年１０件程度）
■申込期間：通年受付可能（1～２件/月）

（２）省エネ最適化診断

■診断機関： （一財）省エネルギーセンター
■特 徴： 省エネ診断＋再エネ導入の効果を算定
■申込期間： 毎年4月頃～1月頃まで

（３）省エネコストカットまるごとサポート事業 （経産省「地域プラットフォーム構築事業」）
■診断機関： 省エネお助け隊（経産省の令和５年度認定診断機関）

・(一社)カーボンマネジメントイニシアティブ ・(一社)省エネプラットフォーム協会
・㈱みのりアソシエイツ ・（公社）大阪技術振興協会 ・ ㈱日本電気保安協会

■特 徴： 省エネ診断から省エネ支援まで切れ目なくサポート
※省エネ支援（例）：計測によるエネルギー使用量の把握・適正化・台数制御など、

対策計画書策定など
※補助金代行申請（機種選定、見積書徴取、設備業者・国との調整、事後報告対応等）は
補助対象外のため全額自己負担

■申込期間： 毎年６・７月頃～１１月末まで

（４）省エネクイック診断

■診断機関：現在６機関が登録
■特 徴

①まるっとプラン 原則３設備まで
②設備単位プラン 診てほしい設備に限定した診断（１設備または２設備）

■申込期間：令和７年１月上旬まで

省エネ診断

無料。運用改善
をメインとした

診断

事業所の規模に
応じた３つの診
断メニューがあ
り、約１万～２

万３千円

エネルギー使用
量等によって、
約7千円～４万

７千円。

まるっとプランは
３設備で16,500円
設備単位プランは
１設備５,500円。
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クレジットを活用した事業者の脱炭素促進事業 11

府のＨＰで参加事業者名等を公表するほか、自社のＨＰ等でも参加実績等
を掲載していただき、万博のカーボンニュートラルの実現への貢献をPRしていただ
けます。

万博への貢献
をＰＲできる

感謝状を贈呈

①

②
CO₂排出削減量を提供いただき、一定量のクレジットが創出された場合、府から
感謝状を贈呈します。
(10ｔ-CO₂以上で感謝状を郵送、150ｔ-ＣＯ₂以上で合同贈呈式にて
代表者に感謝状を贈呈、3,000ｔ-ＣＯ₂以上で知事から直接感謝状の贈呈)

もずやんEXPOグリーン募金箱
～CO₂削減量をあつめて万博のカーボンニュートラルに貢献～

事業概要

参加いただくメリット
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（１）太陽光発電設備の導入

（２）LED照明設備の導入

（３）EV又はPHVの導入

（４）ポンプ・ファン類への

間欠運転制御等

（５）高効率ボイラーの導入

入会申込日の２年前の日以降に
導入した設備が対象です。

・導入前後設備の詳細がわかるもの（カタログなど）
・燃料の使用量がわかるもの（機器が計測しているデータ
など）

参加事業者のみなさまには

などの書類のご準備をお願いすることになります。

クレジットを活用した事業者の脱炭素促進事業

再エネ・省エネの取組みを実施した、
もしくはこれから実施予定の事業者
のみなさま、参加をご検討ください！

どんな取組みが対象になる？ 何をする必要がある？

※CO2削減量の計算は事務局が実施します。

12



サプライチェーン全体のCO₂排出量見える化モデル事業

事業概要

サプライチェーン全体のCO2排出量見える化の取組みを推進することを目的に、
製品のカーボンフットプリント（CFP）の算定および削減に取り組むモデルとなる企業を支援

セミナー・ワークショップの開催

これからCFPについて取り組もうとしている方から、より詳しくCFPの算出等について学ん
でみたいという方まで、CFPにご興味のある方を幅広く対象としたCFPセミナーとCFPワー
クショップを開催
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大阪府環境農林水産部 脱炭素・エネルギー政策課
気候変動緩和・適応策推進グループ

電話 06-6210-9553 ファックス 06-6210-9259
メールアドレス eneseisaku-03@gbox.pref.osaka.lg.jp

脱炭素経営宣言、条例に基づく対策計画書に関する相談・お問合せは
脱炭素経営宣言登録制度HP
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＼ご清聴ありがとうございました／


